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令和７年２月定例会提出予定議案

まちづくり部
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令 和 ７ 年 度
当初予算概要

2



１　予算規模

２　投資事業

 (１) 投資補助

公共事業費（対前年度比 １１６．５％）　

　○予算計上予定額 ２，５６２，０００ 千円
（うち公園 １，４０５，０００ 千円）
（うち区画整理 １，１５７，０００ 千円）

国直轄事業負担金（対前年度比 １０２．４％）

　○予算計上予定額 １６８，０００ 千円
（うち公園 １６８，０００ 千円）

 (２) 投資単独

県単独土木事業費（対前年度比 １００．０％）

　○予算計上予定額 １，１１７，０００ 千円
（うち公園 １，１１７，０００ 千円）

令和７年度当初予算について [まちづくり部]

(単位：千円)

R6当初
①

R7当初
②

増　減
(②－①)

率
(②／①)

16,458,085 18,307,072 1,848,987 111.2%

県有環境林等 52,191 52,187 △4 100.0%

県営住宅 27,321,075 27,823,864 502,789 101.8%

勤労者総合福祉施設整備 2,075,810 173,692 △1,902,118 8.4%

29,449,076 28,049,743 △1,399,333 95.2%

45,907,161 46,356,815 449,654 101.0%

区　分

一般会計

特別会計 計

合 計
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３　主要施策（新規・拡充）

新 1. 復興まちづくり専門家育成事業

○予算計上予定額 ４，８１４ 千円

新 2. エリアマネジメントによる官民連携まちづくりの推進

○予算計上予定額 ９，４４６ 千円

新 3. 県立都市公園における子どもの遊び場の充実

○予算計上予定額 １５５，０００ 千円

新 4. 空き家流通促進支援事業

○予算計上予定額 ２０，０００ 千円

拡 5. 子育て住宅総合支援事業

○予算計上予定額 １４８，８５０ 千円

空き家の流通・活用を図るため、空き家の家財道具等の処分に要する経費を支援

阪神間において子育て住宅促進区域を指定し、区域内に県・市町が施策を集中実
施すること等により民間事業者等の投資意欲を刺激し、子育て世帯の転入・定住
を促進

復興まちづくり専門家の高齢化に対応するため、ベテランと若手によるまちづく
り専門家を被災地に派遣し、復興支援を通じて、本県災害時における対応可能な
専門家人材を育成

空き家等をリノベーション等によって再生することに加え地域課題解決・地域活
性化を実現するエリアマネージャーを育成し、本県のエリアマネジメントの機運
を醸成するとともに、空き家活用や地域活性化を促進

子どもから人気のある遊具(複合遊具やふわふわドーム等)を更新が必要とされて
いる県立都市公園に整備。また、子どもを見守る親からのニーズがある日よけや
ベンチを遊具周りに整備
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拡 6. 住宅確保要配慮者入居円滑化事業

○予算計上予定額 ３，１８０ 千円

拡 7. ひょうご住まいの耐震化促進事業

○予算計上予定額 ７８，８０１ 千円

新 8. 被災建築物応急危険度判定制度

○予算計上予定額 ２，１９０ 千円

拡 9. 県営住宅における子育て世帯への支援（県住特会）

○予算計上予定額 ２８４，０００ 千円

高齢者など住宅確保要配慮者の入居を拒まないものとして登録された住宅等
（セーフティーネット住宅）の改修や家賃低廉化、住替えに必要な経費を補助す
ることで、住宅確保要配慮者の安定居住を促進

能登半島地震では死者の約９割が家屋倒壊が原因であり、高齢者などは逃げる間
もなく圧死や窒息死していると推定されることを踏まえ、シェルター工事等比較
的低コストで実施できる補助メニューを拡充

能登半島地震における被災建築物応急危険度判定の効率化につながったことか
ら、被災建築物応急危険度判定支援ツールを導入

子育てしやすい県営住宅を供給し、高齢化が進む県営住宅における多様な世代構
成によるコミュニティを活性化するため、ニーズの高い阪神間を中心に、駅や学
校等に近接した住宅において、子育て世帯向けリノベーションや、わんぱく広場
の設置等を実施
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条 例 等 案 件
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１ 知事の権限に属する事務に係る事務処理の特例に関する条例の一部を

改正する条例

１ 制定の理由

⑴ 建築基準法の一部改正により、小規模な建築物に特化した確認及び検査を担う建築副主事が創

設されたことに伴い、所要の整備を行う。

⑵ 宅地造成等規制法の一部改正により、知事が指定する宅地造成等工事規制区域及び特定盛土等

規制区域について、これらの区域内で行う盛土等を許可の対象とすること等に伴い、所要の整備

を行う。

⑶ 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（建築物省エネ法）の一部改正に伴い、所要

の整備を行う。

２ 制定の概要

⑴ 本則の表18の部(2)の項イ「又は建築主事」を「、建築主事又は建築副主事」に改める。

⑵ 宅地造成等規制法等に基づく事務について、引用する同法の名称を改めるとともに、知事が指

定する宅地造成等工事規制区域及び特定盛土等規制区域について、これらの区域内で行う盛土等

の許可の事務を加古川市、宝塚市、川西市及び三田市が処理することとする等所要の整備を行う

（本則の表40の部関係）。

⑶ 本則の表67の９の部中「第35条第３項」を「第30条第３項」に、「第36条第２項」を「第31条第

２項」に改める。

３ 施行期日等

⑴ 施行期日

令和７年４月１日

⑵ 経過措置

２(2)について、必要な経過措置を定める。
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２ 使用料及び手数料徴収条例等の一部を改正する条例

１ 制定の理由

⑴ 前回一斉改定（平成５年度）からの物価上昇を考慮し、以下の使用料及び利用料金の基準額

について、その適正化を図るため、所要の整備を行う

ア 淡路夢舞台公苑利用料金

［兵庫県立淡路夢舞台国際会議場及び淡路夢舞台公苑の設置及び管理に関する条例］

イ 都市公園利用料金［兵庫県立都市公園条例］

ウ 淡路景観園芸学校使用料［兵庫県立淡路景観園芸学校の設置及び管理に関する条例］

⑵ 国土交通省の技術的助言に基づき、建築士事務所の登録・更新手数料について実情と見合っ

たものとするため、所要の整備を行う［使用料及び手数料徴収条例］

⑶ 宅地造成等規制法の一部改正に伴い、宅地造成及び特定盛土等規制法に基づく手数料を徴収

できるよう、所要の整備を行う［使用料及び手数料徴収条例］

⑷ 建築基準法又は建築物エネルギー消費性能の向上に関する法律（以下「建築物省エネ法」

という。）の一部改正に伴うもの［使用料及び手数料徴収条例］

ア 建築基準法の一部改正に伴い、構造関係規定等の審査及び検査が必要となる建築物の対象

が一部拡大されることから、確認申請又は完了検査等に係る手数料について所要の整備を行

う。

イ 構造計算適合性判定手数料について、国土交通省の通知に基づき、当該手数料の額を実情

と見合ったものにするため、所要の整備を行う。

ウ 地域再生法の一部改正に伴い、建築物の高さに関する許可を受けた学校の用途を変更する

場合において、知事が認める場合に引き続き建築物の高さ制限について適用除外できるとさ

れることから、当該認定の申請に係る手数料について、所要の整備を行う。

エ 建築物省エネ法の一部改正に伴い、建築物エネルギー消費性能基準への適合義務の対象が

原則全ての建築物に拡大されることから、当該建築物における建築物エネルギー消費性能確

保計画に係る適合性判定申請手数料の追加等、所要の整備を行う。

⑸ 宅地建物取引業免許申請の許可について、国土交通省手続業務一貫処理システム（eMLIT）に

よりオンラインでの宅地建物取引業法免許申請を推進する観点から、所要の整備を行う。

［使用料及び手数料徴収条例］

⑹ 脱炭素社会の実現に資するための建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律等の一部

改正に伴う国土交通省の通知に基づき、都市の低炭素化の促進に関する法律に関する手数料に

ついて所要の整備を行う。［使用料及び手数料徴収条例］

⑺ 県立尼崎の森中央緑地スポーツ健康増進施設において、指定管理公募時に提案のあった多目

的ドームの建設に伴い、グラウンドゴルフ場の営業を令和６年１月31日をもって終了したため、

所要の整備を行う。［兵庫県立都市公園条例］
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２ 制定の概要

⑴ 物価上昇を考慮し、使用料及び利用料金の基準額について、その適正化を図るもの

名 称
主なもの

区 分 現 行 改正後

淡路夢舞台公苑利用料

金

野外劇場・大劇場利

用料金（１時間につ

き）

1,400円 1,500円

都市公園利用料金 明石公園第１野球場

（興行利用・野球利

用）

69,500円 76,500円

淡路景観園芸学校使用

料

公開講座受講料 4,900円 5,400円

⑵ 建築士事務所登録手数料に関するもの

名 称 事務の区分 現 行 改正後

建築士事務所登録手

数料及び建築士事務

所登録更新手数料

建築士法の規定

に基づく建築士

事務所の登録及

び登録の更新

１級建築士事務所
17,000円 21,000円

２級建築士事務所又

は木造建築士事務所

12,000円

⑶ 宅地造成等規制法の一部改正に伴うもの

名 称
主なもの

事務の区分の概要 現 行 改正後

宅地造成等工事

許可申請手数料

土石の堆積を除く工事の許可の申請

に対する審査

面積が

0.05ヘク

タール以

内のもの

12,000円 13,000円

土石の堆積に関する工事の許可の申

請に対する審査

－ 11,000円

宅地造成等工事

変更許可申請手

数料

土石の堆積を除く工事の計画の変更

の許可の申請に対する審査

12,000円 13,000円

土石の堆積に関する工事の計画の変

更の許可の申請に対する審査

－ 11,000円

宅地造成又は特

定盛土等工事中

間検査申請手数

料

特定工程の検査の申請に対する審査 － 3,000円
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宅地造成等工事

許可不要証明手

数料

盛土規制法施行規則の規定に基づく証明書の交

付

－ 一通につき

4,600円

⑷ 建築基準法等の一部改正に伴うもの

ア 建築基準法の一部改正に伴い、確認申請又は完了検査等に係る手数料を見直す

名 称

主なもの

現 行 改正後

建築物規模 手数料 建築物規模 手数料

建築物に関する確

認申請又は計画通

知手数料

床面積の合計が200

平方メートルを超え

500平方メートル以

内のもの

１件につき

43,000円

床面積の合計が200

平方メートルを超え

300平方メートル以

内のもの

１件につき

57,000円

中間検査等をした

建築物以外の建築

物に関する完了検

査申請又は完了通

知手数料

床面積の合計が200

平方メートルを超え

500平方メートル以

内のもの

１件につき

30,000円

床面積の合計が200

平方メートルを超え

300平方メートル以

内のもの

１件につき

34,000円

中間検査等をした

建築物に関する完

了検査申請又は完

了通知手数料

床面積の合計が200

平方メートルを超え

500平方メートル以

内のもの

１件につき

29,000円

床面積の合計が200

平方メートルを超え

300平方メートル以

内のもの

１件につき

33,000円

建築物に関する中

間検査申請又は特

定工程終了通知手

数料

中間検査を行う部分

の床面積の合計が

200平方メートルを

超え500平方メート

ル以内のもの

１件につき

25,000円

中間検査を行う部分

の床面積の合計が

200平方メートルを

超え300平方メート

ル以内のもの

１件につき

27,000円

イ 国土交通省の通知に基づき、構造計算適合性判定手数料を見直す

名 称
主なもの

事務の区分の概要 現 行 改正後

構造計算適合

性判定手数料

構造計算が建築基準

法の規定に基づくプ

ログラムにより行わ

れたものである場合

床 面 積 が

1,000 平 方

メートル以

内のもの

１の建築物につき

115,000円

１の建築物につき

172,000円
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構造計算が建築基準

法の規定に規定する

国土交通大臣が定め

た方法により行われ

たものである場合

床 面 積 が

1,000 平 方

メートル以

内のもの

１の建築物につき

167,000円

１の建築物につき

218,000円

ウ 地域再生法の一部改正に伴い、建築物の高さの特例認定申請手数料を見直す

名称 事務の区分 新設

建築物の高さの特例認

定申請手数料

法第55条第２項又は地域再生法第17条の44の規定に

より読み替えて適用する法第55条第４項第２号の規

定に基づく建築物の高さに関する特例の認定の申請

に対する審査

27,000円

エ 建築物省エネ法の一部改正に伴い、建築物エネルギー消費性能確保計画に係る適合性判定

申請手数料等を見直す

(ｱ) 建築物エネルギー消費性能確保計画に係る適合性判定申請手数料等に住宅部分等にお

ける区分を追加

名 称
主なもの

事務の区分の概要 新設

建築物エネル

ギー消費性能

確保計画に係

る適合性判定

申請手数料

住宅建築物に係

る確保計画であ

る場合（一戸建て

の住宅の場合）

床面積の合計が

200平方メートル

未満のもの

仕様基準による場合 19,000円

仕様・計算併用法によ

る場合

27,000円

標準計算による場合 35,000円

(ｲ) 建築物エネルギー消費性能向上計画認定申請手数料等の住宅部分における仕様・計算併

用法の区分を追加

名 称
主なもの

事務の区分の概要 新設

建築物エネル

ギー消費性能

向上計画認定

申請手数料

住宅建築物に係る

性能向上計画であ

る場合（一戸建ての

住宅の場合）

仕様・計算併用法

による場合

床面積の合計が200

平方メートル未満

のもの

27,000円

床面積の合計が200

平方メートル以上

のもの

30,000円

(ｳ) 建築物エネルギー消費性能基準適合認定申請手数料を廃止

(ｴ) 建築物エネルギー消費性能基準への適合を仕様基準により確認する場合において、確認
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申請等に係る手数料に加算する手数料を新設

加算内容
主なもの

事務の区分の概要 新設

確認申請等に係る手

数料への加算

一棟の建築物で住戸の数が１の

住宅の場合

床面積の合計が200

平方メートル未満

のもの

19,000円

床面積の合計が200

平方メートル以上

のもの

21,000円

(ｵ) 完了検査で建築物エネルギー消費性能基準への適合を確認する場合において、完了検査

に係る手数料の加算手数料に、住宅部分等の区分を追加

加算内容
主なもの

事務の区分の概要 新設

完了検査に係る手数

料への加算

一戸建ての住宅の場合 4,500円

⑸ オンラインでの宅地建物取引業法免許申請に関するもの

区 分 現 行 改正後

宅地建物取引業免許申請

33,000 円 33,000 円（情報通信技術を活用した行

政の推進等に関する法律第６条第１項

の規定により同項に規定する電子情報

処理組織を使用する方法（以下この部

において「電子情報処理組織を使用す

る方法」という。）により法第３条第１

項の規定に基づく申請をする場合にあ

っては、26,500 円）

宅地建物取引業免許更新申請

33,000 円（電子情報処理組織を使用す

る方法により法第３条第３項の規定に

基づく申請をする場合にあっては、

26,500 円）

⑹ 脱炭素社会の実現に資するための建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律等の一

部改正に伴う国土交通省の通知に基づき追加するもの

ア 低炭素建築物新築等計画認定申請手数料のうち、仕様・計算併用法の手数料を新設

イ 低炭素建築物新築等計画認定申請手数料のうち、仕様基準の手数料を新設
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名 称 建築物の延べ面積 新設

仕様・計算併用法

一戸建ての

住宅

200 ㎡未満 29,000 円

200 ㎡以上 32,000 円

共同住宅

300 ㎡未満 54,000 円

300 ㎡以上 2,000 ㎡未満 92,000 円

2,000 ㎡以上 5,000 ㎡未満 166,000 円

5,000 ㎡以上 10,000 ㎡未満 232,000 円

10,000 ㎡以上 25,000 ㎡未満 439,000 円

25,000 ㎡以上 50,000 ㎡未満 740,000 円

50,000 ㎡以上 1,342,000 円

仕様基準
一戸建ての

住宅

200 ㎡未満 21,000 円

200 ㎡以上 23,000 円

⑺ 兵庫県立尼崎の森中央緑地スポーツ健康増進施設のグラウンドゴルフ場の利用料金に係る

手数料を廃止する（別表第３関係）。

３ 施行期日等

⑴ 施行期日

令和７年４月１日

⑵ 経過措置

２(1)及び(3)については、使用料等の徴収等について必要な経過措置を定める。
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３ 福祉のまちづくり条例の一部を改正する条例

１ 制定の理由

⑴ 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行令（以下「政令」という。）に定

める建築物移動等円滑化基準（高齢者、障害者等の移動又は施設の利用に係る身体上の負担を軽

減することにより、その移動上又は施設利用上の利便性及び安全性を向上するために必要な建築

物特定施設（出入口、廊下、階段、エレベーター、便所、敷地内の通路、駐車場その他の建築物

又はその敷地に設けられる施設であって政令で定めるものをいう。）の構造及び配置に関する基

準をいう。以下同じ。）について、地方公共団体は、条例で必要な事項を付加すること等ができ

るものとされており、本県では、福祉のまちづくり条例において建築物移動等円滑化基準に付加

する事項等を定めている。

⑵ 政令の一部改正により、所定の規模以上の劇場等（劇場、観覧場、映画館若しくは演芸場又は

集会場若しくは公会堂をいう。以下同じ。）の客席には、当該客席に設ける座席の数に応じ、車

椅子の転回に支障がないことその他の車椅子を使用している者が円滑に利用することができるも

のとして国土交通大臣が定める基準に適合する場所を一定数以上設けなければならないものとさ

れること等を踏まえ、所要の整備を行う。

２ 制定の概要

⑴ 劇場等の客席について、建築物移動等円滑化基準に、車椅子を使用している者が円滑に利用す

ることができる場所の設置及び構造その他の劇場等の客席の構造及び配置に関する事項であって

規則で定めるものを付加する（別表第２関係）。

⑵ 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律等の引用条文を改める（第１条及び第

24条の６関係）。

⑶ 政令の引用条文を改める等規定の整備を行う（第13条、第24条の６、別表第１及び別表第２関

係）。

３ 施行期日

令和７年６月１日。ただし、２(2)は、公布の日。
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４ 建築基準条例の一部を改正する条例

１ 制定の理由

(1) 建築基準条例（以下「条例」という。）は、建築基準法（以下「法」という。）及び法に基づ

く命令が定める建築物の敷地、構造、高さ及び建築設備並びに建築物又はその敷地と道路との関

係の基準について、安全上、防火上及び衛生上必要な基準（以下「付加基準」という。）を付加

している。

(2)法の一部改正により、一の建築物を火災が発生しても他の建築物の部分への延焼を遮断できる高

い耐火性能を有する壁等（以下「火熱遮断壁等」という。）で防火上分棟的に区画する場合には、

防火規制上、分離された２以上の部分を別の建築物とみなすことができるよう制限が合理化され、

建築物の一部を木造とする建築物の建築が可能となったこと等を踏まえ、所要の整備を行う。

２ 制定の概要

(1) 次に掲げる付加基準について、建築物の一部を火熱遮断壁等で防火上分棟的に区画することで、

防火規制上、別の建築物とみなすことができることとする規定を追加する（第３条、第15条、第1

7条の２、第24条及び第25条関係）。

ア 劇場、病院等の用途に供する建築物に渡り廊下を設ける場合において、その小屋組が木造で

あり、かつ、その接する建築物のいずれもが耐火建築物、準耐火建築物等でない場合の渡り廊

下の構造に係る付加基準

イ 主要構造部を準耐火構造としない物品販売業を営む店舗、倉庫又は工場（以下「物品販売業

を営む店舗等」という。）の上階に、共同住宅の住戸及び住室の用途に供する部分又は寄宿舎

の寝室の用途に供する部分（以下「共同住宅の住戸等」という。）を設けてはならないという付

加基準

ウ ２階における老人福祉施設等の用途に供する部分の床面積が一定の規模を超える建築物の構

造に係る付加基準

エ 建築物の一部を自動車車庫又は自動車修理工場の用途に供する場合における当該建築物の構

造に係る付加基準

オ 都市計画区域内にある耐火構造建築物でない重層長屋の階数制限に係る付加基準

(2) 建築物の特定主要構造部（耐火建築物の主要構造部のうち、防火上及び避難上支障がないもの

として建築基準法施行令で定める部分以外の部分をいう。以下同じ。）が耐火構造と同等の性能

を有するものであることについて耐火性能検証法（当該建築物の特定主要構造部の耐火に関する

性能を検証する方法をいう。）により確かめられた場合、既存不適格建築物（法律、条例等の施

行又は適用前から存在している建築物で、法律、条例等の改正による改正後の基準に適合しなく

なったものをいう。以下同じ。）について増築、改築、大規模の修繕又は大規模の模様替をする

部分以外の部分に対して条例で定める付加基準を適用しないものとする規定の適用については、
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当該建築物の部分で特定主要構造部であるものの構造は、耐火構造とみなすこととする（第27条

の３関係）。

(3) 独立部分（基準の適用上一の建築物であっても別の建築物とみなすことができる部分をいう。

以下同じ。）が２以上ある既存不適格建築物の用途の変更をする場合において、当該用途の変更

をする独立部分以外の独立部分には、主要構造部を準耐火構造としない物品販売業を営む店舗等

の上階に、共同住宅の住戸等を設けてはならないという付加基準の一部を適用しないものとする

（第27条の９関係）。

(4) その他規定の整備を行う（第７条及び第27条の８関係）。

３ 施行期日等

(1) 施行期日

令和７年４月１日

(2) 経過措置

この条例の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。
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５ 公の施設の指定管理者の指定

公の施設の指定管理者を次のとおり指定しようとする。

名 称 指 定 管 理 者 指 定 の 期 間

兵庫県立舞子公園移

情閣

神戸市垂水区東舞子町2051番地

公益財団法人孫
そん

中山
ちゅうざん

記念会

理事長 花岡
はなおか

正浩
まさひろ

令和７年４月１日から

令和12年３月31日まで

〔指定理由〕

移情閣は、孫文を顕彰する記念館として公開することを前提に寄付を

受けた建物であり、孫文記念館の運営を行う当会が一元的に管理運営を

行うことで、効果的な管理運営が期待できるため。

兵庫県立明石公園 明石市明石公園１番27号

公益財団法人兵庫県園芸・公園協会

理事長 寺谷
てらたに

毅
たけし

令和７年４月１日から

令和８年３月31日まで

〔指定理由〕

明石公園は、管理運営にあたり高度な専門的知識の蓄積・活用等が必

要とされる施設であり、県立都市公園における十分な管理運営実績及び

豊富なノウハウを有する公益財団法人兵庫県園芸・公園協会が、当該施

設を堅実で良好かつ効果的に管理運営できる唯一の団体であると認め

られるため。

兵庫県立淡路夢舞台公

苑、兵庫県立灘山緑地

及び兵庫県立淡路島公

園ハイウェイオアシス

ゾーン

淡路市夢舞台１番地

株式会社夢舞台

代表取締役 前田
まえ だ

正志
ま さ し

令和７年４月１日から

令和８年３月31日まで

〔指定理由〕

淡路夢舞台における経営ノウハウを活かし、ホテル及び各県立施設の

管理運営を一元的に行うことで、効率的で効果的な管理運営が期待でき

るため。
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